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令和６年度「仕事と家庭の両立支援に関する調査」の結果を 

お知らせします 
 

 県では、仕事と家庭を両立できる職場環境づくりやワーク・ライフ・バランスに係る

効果的な施策推進を図ることを目的として、県内の民間事業所における実態を調査し、

その結果を取りまとめましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１ 調査の概要 

（１）調査対象 

２，０００事業所 

（日本標準産業分類に基づく１６大産業に属し、常用労働者数が３０人以上の県

内の民間事業所から無作為に抽出） 

 

（２）調査対象日 

令和６年１０月１日現在（調査期間：令和６年１１月～１２月） 

 

（３）調査方法 

郵送配布・郵送回収調査 

 

（４）回収状況 

７８４事業所（回収率３９．２％） 

 

（５）調査項目 

   ９項目 

①労働時間制度  ②働き方改革  ③育児休業制度  ④子の看護休暇制度 

⑤仕事と育児の両立支援  ⑥介護休業制度  ⑦多様な正社員制度 

⑧女性の活躍の推進状況  ⑨ハラスメント対策 

 

（６）その他 

本調査は、昭和５６年度から実施しており（昭和６０年度以降は３年に１回実施）、

仕事と家庭の両立に係る支援制度の定着状況等について経年変化を調査し、労働行

政施策を推進する上での参考としている。 
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